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ホワイトカラーの．`キャリアチェンジ鰯と．エンプロイヤビリティ”

ホワイトカラーの"キャリアチェンジ，,と

“エンプロイヤビワティ'’

一中高年齢期の転職成功要因に関する調査結果一

法政大学キャリアデザイン学部教授川喜多喬

１研究課題と方法

(1)問題意識

いわゆる「平成不況」下での完全失業率の高ま

りは、勤労者の間に雇用不安感を高め、自己の就

業可能性あるいは流行の言葉で言えば「エンプロ

イヤビリティ」についての関心を強め、また生涯

一組織で働くのではなく複数の組織に働きながら

自分にとって望ましい「キャリア」を歩む方策へ

の興味をかき立てていると考えられる。この小論

の目的は､①雇用問題が比較的深刻と考えられる’

中高年層のうち、②最近の不況下で転職を経験し、

比較的成功裏に転職することができた者に、③

｢エンプロイヤビリティ」が高かったと想定し、④

そのような者の「キャリア」を巡る諸変数に要因

の一端を探り、「高齢ゆえに不適応」論への疑念２

を表明することにある。

「エンプロイヤビリテイ」が騒がれ、「キャリア開

発」が処方菱と言われる。これは個々人の能力・

適応力等を重視した雇用確保自己責任論の視点が

雇用問題を議論する際の視点として浮上している

ことである。この視点は①企業側から示され{、②

個人側でもそれを強く持つ層が増え'、③経営者団

体、④労働団体雨またさらに⑤労働行政側侭もそれ

を重視するという点で、冒頭のように流行の、と

言った７のである。

この研究結果がどのように世に貢献しうるかに

ついて、私には二つの目論見があった。

第一は、これを利用して勤労者に（仮想の）「キ

ヤリア・モデル」が提示できないか、ということ

であり、第二は使用者に対して中高齢者の中から

人材を採用・選別・登用すること（｢キャリア・マ

ネジメント」のある階梯に相当しよう）の重要性

やいくつかのノウハウを訴えることができるので

はないか、というものである。

(2)研究対象の限定

中高齢者と言っても、この小論の基礎とする調

査は、おおむね40歳から60歳層の大企業ホワイト

カラーから中小企業への転職者に限定する。すな

わち①自己のキャリア開発に腐心して独立開業す

る者、いわゆるベンチャービジネスへの「ミドル

開業層」は、セルフエンプロイメントもエンプリ

ヤビリティの証明だと考えられるが鮒、扱わない。

②中小企業からの高齢転職を余儀なくされた者の

困難は大企業の同篭のそれよりはるかに大きいと

思われるが、私は既にいくつかの先行研究をして

きている'。③長期失業中の高齢ホワイトカラーが

増加しており、これへの職業転換カウンセリング

が重要だとの指摘''１は、本学部の目的に添うので、

この学部の紀要にふさわしい研究テーマである。

④技能系に比べて能力要件や保有能力の把握が難

しいという議論があり、中高年になって転職時、

企業に選ばれる者の研究でそのスキル把握が重要

かどうか、また重要であるとすればどのように把

握されているか、評価されたスキルはいかに形成

されたか、を明らかにする一助になる。⑤ホワイ
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がある。（b）使用者には、必要とされるスキルの

有無を調べ、それを開発できるために必要な情報、

時間、資源、機会を労働者に提供する責任がある。

(c）労働者の貢献ないし意欲が、使用者の必要に

マッチしない場合は、使用者が雇用関係を解消で

きる。

アメリカでは企業は労働者を長期には雇用する

ことはないという俗論があるが、雇用安定保証か

ら移動能力育成への企業姿勢の転換が最近でもし

きりに主張されるところをみると23、景況がよく

労働力不足であれば、事実上、長期雇用保証がさ

れているようにみえるのであり、これは日本企業

の終身雇用慣行においてもあてはまるところがあ

ろう。ただし同じ景況なら企業は常により簡単に

労働者を解雇するものだという俗論も誤りで、そ

こには企業の信条や施策zI、慣行や労使関係その

他が介在する。また士気が企業業績に関係するな

らば、労働者から会社への長期の忠誠と引き替え

に会社が長期雇用を保証するという「心理的契約」

は別段日本だけのものではない。さて、その「心

理契約」が破棄され、企業は個人のキャリア形

成・スキル開発への応援を強め、ビジネスの将来

像や、そこで要求される職業能力に関して、情報

を提供し、従業員の自己点検及び持続的な学習に

資源を割り振り25、従業員の配置・配置転換・解

雇に関してより明確で公平な手続きを提供し、短

期的な業績に基づき短期的に報償を行う代わりに、

個人は会社の労働力の柔軟な調達を是認し、頻繁

な解雇を受け入れ、キャリア観について頑固であ

らず26、短期的な契約に変わる27、したがって、労

働者はそのエンプロイヤビリテイを常に自ら確認

し、またそれを雇用者に証明し続けなければなら

ない、という考え方郡がエンプロイヤビリティや

キャリア自営議論である。さらに進んで、労働者

は「組織人」たることを放棄し、まるで自分が

｢個人請負業者」であるかのように常に組織に自分

を売り込み、組織から仕事を発注される人になら

ねばならない時代になったという考え方もしばし

ば提案されるz，。

しかし、考え方は人口に贈灸しても、アメリカ

トカラーをひとくくりであつかってエンプロイヤ

ビリテイやキャリアを云々してすます議論には隔

靴掻痒の感を持つ。大企業・中小企業でも違うで

あろうし、文系理系でも、大卒・大学院卒でもⅢ

違うだろう．1900年以後のエンプロイヤビリテイ

論議の歴史を見れば、とりわけ'980年代から個別

職種ごとの把握が重要であるというような指摘に

なっている'２．⑥全ての職種にこういう人が望ま

しいというような一般論議は、誰からも評価の高

い人は評価が高いといった同義反復論になる13・ア

メリカでも、1980年代後半からの職業能力開発に

よるエンプロイヤビリティ確保の論議は、労働市

場で比較的弱い立場にある家事責任を負う女性Ｍ

や、基礎的な職業能力の不十分な若者に関するも

のから始まった15°やがてそれは全ての労働者を

対象とするものに拡大する。なかには、特定の職

種に的を絞ったものもあるＭｉが、全ての労働者に

共通してエンプロイヤビリテイを論じるものが多

くなってきたようで、それでは漢たる議論になる。

今回は比較的弱者と考えられることが多い中高年

に絞って研究を行うことにしたのである。

(3)基本概念と先行する議論'７

①エンプロイヤビリティという言葉やそれを普及

させた考え方

「エンプロイヤビリティ」を「雇用を維持・確保

できるだけの個人側の能力を中心とする諸条件」

と概略、考えておく。この言葉は日本では1990年

代後半になって各種経済団体・労働団体・労働行

政諸機関や学者が主としてアメリカの議論から輸

入し、あるいはＩＬＯの議論'8から輸入したもの

であろう。アメリカでは1980年代後半からとりわ

け盛んになっている脚が、実はその考え方自体は、

おそらく失業救済だとか公的職業紹介が現れたこ

ろから１００年来の歴史を持つ20．戦後でも1970年代

からいくつもの実務書がある邸。

アメリカのある人事労務用語辞典による型と、エ

ンプロイヤビリティは、次の三つのことを意味す

る。（a）労働者には、企業内でも企業外でも、雇

われうるだけの適切なスキルを開発するべき責任
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ですらエンプロイヤビリテイ確保・向上の努力が

労使・行政などの手で着実に成果を挙げていると

は言い難い3(１゜もともとエンプロイヤビリテイが

個々の労働者にどれだけあるのか、その測定はき

わめて難しい３１．厚生労働省発表の「エンプロイ

ヤビリティの判断基準等に関する調査研究報告書」

[2001］では、評価の対象の基礎となるものは、ス

キルであるから、スキルについての包括的な評価

制度の確立が重要だとし「包括的かつ体系的なス

キルに係る評価制度」を呼びかけている。が、「包

括的かつ体系的なスキル評価」は早急にできるも

のではないだろうし、性急な制度化はかえって労

働者自身のキャリア設計を混乱させ、いたずらな

幻覚を生む危険もあるだろう。この報告書でも、

職業能力評価制度でエンプロイヤビリテイの指標

を作るためには労働市場に即したものでなければ

ならないと正しく主張されている。具体的な労働

市場において、企業がどのような職業能力を重視

し、人を採用し、評価しているか、その研究を待

たねばならないのである。だがエンプロイヤビリ

ティについては、的を絞った学術研究はいまだ少

ない32ので、本研究は、その一石となろうという

ものである。

なおアメリカ、イギリスのエンプロイヤビリテ

イ論議でも日本においても、エンプロイヤビリテ

イは本人の技能熟練（スキル）に依存するとの前

提から出発していることが多く麹、そこから直ちに

解決策として職業訓練を提案するものが多い郷。学

校教育機関の役割の再編を説き、職業教育・キャ

リア教育の充実を言うものもある35。しかし本研究

においてはスキルだけでなく、様ざまな環境要因

や、元の企業の支援、助成、転職支援諸機関（民

間､行政)などの事業､サービス､採用側の企業の

対応、さらに個人のものでは本人の努力など幅広

い条件をとりあげることにした。けだし何がエン

プロイヤビリテイにとって決定的な要因(群)であ

るかはいまだはっきりとしていないからである。

長をしている中小企業の経営幹部・管理層として

中途採用され、評価されているような人材のエン

プロイヤビリティの研究の必要性を先行の資料か

ら検討する忍耐。

不況が深刻化する前では、中小企業では管理・

監督者の人材育成に関心が強かった３７。それを社

内で養成できなければ、当然、外部から採用しよ

うとすると予想できる。「バブルがはじけた」直後

でも、未上場中堅企業は事業展開にあたり「労働

力・人材の確保」を新規顧客・販路の開拓、新製

品開発に続いて重視していた卯。不況が長く続い

た時点での日本商工会議所の調査でも［2000]、

｢事業を拡大する」とした中小企業の基幹的人材

(最も重要な業務に従事する人材）の不足人数平均

は3.1人である。大企業から多数の中小企業へ中高

年齢ホワイトカラーが散っていくキャリアコース

の存在を示唆する39．ニッセイ基礎研究所［2000］

の調査結果でも、管理職を中途採用する企業は例

外とは言えないと思われるｃ採用した理由は、即

戦力人材の確保（59.4％)、新規分野への進出

(22.3%)、既存事業の拡大（17.1%)、である。ここ

からして、事業の管理の経験を持つ人材のニーズ

があると思われる。事業を拡大し、競争力を持つ

企業ほど、経営者の右腕となる、われわれの言う

経営革新リーダ－ｶ乗F在する。現在は右腕となる

人がいない企業でも、７割は右腕となる人材が欲し

いとしている。このような経営幹部はホワイトカ

ラーとは限らないであろうが、中小企業で最も重

要な業務は、営業（26.7％)、販売・サービス

(187%）が主である。

これらの人材にはどのようなスキルあるいは今、

流行の言葉でいえばコンピテンシーが求められる

であろうか。日本商工会議所［2000］によれば、

中小企業で最も重要な業務を担う、基幹的な人材

に求められる能力は、企画・発想（134％)、達成

行動（12.1％)、状況把握（12.0％)。営業職では、

達成行動（20.0％)、企画・発想（16.7％)、状況把

握（16.1％)、新規顧客開拓（15.0％)、思考判断

(11.5%)、プレゼンテーション力（１０４％)、チャレ

ンジ精神（102％）であるｃこのように極めて一般

②中小企業における中高齢ホワイトカラーへの需要

東京という地域特性を反映する、不況下でも成

７ 
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「転職成功要因調査」では、本人の言うところで

成功したミドル転職者と失敗した転職者の比較を

行った。調査の具体的方法は注に示す州。

「中小企業経営革新リーダー調査」では、企業の

評価で成功した転職者の転職事情を調べ、中小企

業経営革新リーダーとして求められるところを調

べた。調査の具体的方法は、これも注に示す脳。

的、抽象的な言葉でしか示されないが、電通総研

[1995］は、中小企業がホワイトカラー中途採用者

に求める職業能力は、特定の職能分野の専門・技

術能力（52.0％)、部門・職場単位の管理能力

(43.0％)、部下の指導・育成能力（42.2％)、新規

企画・経営戦略の立案能力（36.5％)、全社的な経

営管理能力（35.8％)、社外との折衝・交渉能力

(358％)、新規事業・顧客の開発能力（336％）の

順とし、専門分野のスキルおよび管理能力が重要

だというところから、業種・業態・職掌・職樋で

違うものが求められていることがわかる。が、他

方、部下指導力のようにより普遍的なものも必要

とされている。

しかし、そうしたスキル、コンビテンシーをあ

る個人が持っているかどうかを判定するのは難し

い。私見では、結局、その個人がそのキャリアを

通してどういう仕事をしてきたか、を見るしかな

く、－回きりの試験や短時間の面接、アセスメン

トでは心許ない。ゆえにエンプロイヤビリテイは

キャリア開発とそのプロセスの客観化によって高

まる・・これは、この時点ではこの研究の仮説に

とどまるが、電通総研［1995］によれば、ホワイ

トカラー採用上の問題点は、前の会社での実績や

成果を判断しにくい（40.0％)、能力評価に関する

客観的な判断基準がない（38.6％）が主たるとこ

ろである。応募者の能力判定に関するノウハウ不

足を挙げる企業が多いのである。連合総研［2000］

においても、応募者の能力判断力離しい（67.696）

点とされており、それが応募者の技能と採用後の

仕事内容のミスマッチが生じているようである。

②成功の代理指標

ここで成功の概念について述べておかねばなら

ない。エンプロイヤビリティの証拠として転職が

できたというだけでは、「窮迫就業」「窮迫開業」

や「適材適所」に反する転職もありうるわけだか

ら、それを「キャリア・サクセス」の一つとは言

い難いであろう卿。

「転職成功要因調査」を始めるにあたって、私は、

転職の成否は、まずそれを誰の側への影響で見る

かによって異なると考えだ'。すなわちい①転職

した本人への影響、②転職者を受け入れた組織へ

の影響、③転職者を出した組織への影響、④その

他の、様々な社会的便益・費用、のどれを重視す

るかで、まず異なるだろう。

それぞれごとに代表的な成否の判断基準を列挙

すれば、下の図のようになるというのが私見であ

る。

￣ 本人側

○一般的な満足感・成功感

○より具体的な、個々の転職目的そオ

成度

○狭義の労働条件の改善

○広義のＱＷＬ（QualityofWorkLUe）

○広くＱＬ（QualityofLile）の改善

○転職先での雇用安定

1ぞれの達

の改善

(4)調査の方法と、調査に用いた転職成功の概念

①二つの調査研究

先行の議論から私の問題意識には意味があI)そ

うだと読み取れる。そこで実際に私が行った研究

であるが、その成果は二つの報告書となっている。

雇用情報センターの報告書［2001］と東京都産業

労働局の研究''１である。以下、前者を「転職成功

要因調査｣、後者を「中小企業経営革新リーダー調

査」と呼ぶことにしよう。

受け入れ組織側

○組織・上司・同僚から見た、採

般的な満足感・成功感

○より具体的な、個々の採用目的

度

Ｈの茎言LALｸﾞ、〃

個々の採用目的それぞれの達成

８ 
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ホワイトカラーの"キャリアチェンジ．どエンプロイヤビリテイ”

○狭義の組織業績（労務費用・採用費用と比べ

て）の向上

○組織への知識・技術の獲得

○組織への刺激、風土の改善

○採用者の定着

２調査の主要な結果

(1)「転職成功要因調査」の結果

後の研究に予備調査となるこの調査（サンプル

も少なく、意図的に割り当てていることから、よ

り大規模な調査への仮説索出のための調査と位置

づけられるだろう）の結果（本論に関係する部分

のみの紹介である）から、おおむね、つぎのよう

なことが言える。

送り出し組織側

○組織・上司・同僚から見た一般的な満足感・成

功感

○（雇用調整の場合等には）排出目的の達成

○狭義の組織業績（対労務費用・転職支援費用）

の向上

○知識・技術の残された者への継承

○組織への刺激、風土の改善

○社会的評価の維持

⑪労働市場で売り手市場に立っているＩＴ技術者

は転職に成功している。また理系研究・技術者の

方が成功する。労働は生産の派生需要であるから、

エンプロイヤビリティを企業の労働力需要と独立

して議論しても無駄であると思われる。

②しかし、事務系でも、経理財務間を移動した者

の成功確率は高く、情報技術を含め、高度職業専

門技能を継続して生かせる仕事間の移動は、成功

確率が高い。

③女性や高齢期の転職者で、会社紹介による出

向・転籍に依存せぬ者の成功確率が低い1脚。

<､同一産業内の移動のほうが、成功確率が概して

高い（これは後の調査の結論と一見矛盾する'9')。

⑤大企業から中堅企業への移動には抵抗がない。

むしろ中小企業間の移動に不満が多い。これは次

のことと関係していると思われる－すなわち、

役員や嘱託になる形での移動の成功確率が高い、

つまり、大企業から中堅企業に定年前後に役員・

嘱託として移動できた者には成功確率が高い、こ

のことの反映であろう。俗論では出向・転籍に伴

う不適合を議論するものが多いが耐｡、③でも見た

ように、それはそういう機会すらない者に比べれ

ば恵まれた不適合ではなかろうか゜

⑥とはいえ、前の企業から再就職のあっ旋を得れ

ば必ず良いというものではないご元の企業の斡旋

先に不満を持ったまま移った者は失敗する確率が

高いからである。

⑦自ら進んで仕事に見切りをつけるか、あるいは

定年まで仕事を続けることができた人の場合に成

功確率が高い（後の調査の結論と一致する)。

織蔑
社会的便益・費用

の減少

われわれは「転職成功要因調査」では本人の成

功感を代理指標に用い、「中小企業経営革新リーダ

ー調査」では、それに加えて、企業側の評価を代

理指標に用いた。主観的評価を代理指標に使うこ

とには問題はつきまとう15。しかしながら、学者

などが設定した客観的指標でこれは成功だといく

ら説得しても本人が納得しないようなものは成功

の指標として使わないというのが私の決断である

'１１。それなのにあえて他に可能性のある指標を列

挙したのは、本人の満足する転職が様々な問題を

まわりに引きおこしたり、逆に本人の不満な転職

が様々な問題を解決させたりすることがあるとい

う当たり前のことi7を読者に銘記していただくこ

とが重要と考えたからである。
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⑧在職中に転職の準備は始めた方がよい（後の調

査の結論と一致するん

⑨失業期間が１ケ月から３ヶ月ぐらいで再就職し

ている者が成功している31゜

⑩相手からスカウトされたり、元の会社から推薦

されたりして移動するのがよい（後の調査の結論

と一致する)。つまり、元の会社か相手の会社が自

分を高く評価するように行動してきているにとが

重要である。

⑪転職先の情報は、より直接に得られた情報であ

る方がよい。転職に関わる情報は、前の会社で得

られたものか、相手から直接得られた情報である

ほど正確だと考えられている。

⑫相手側の期待と自分の実際の力との間にミスマ

ッチがない方がよく、そのマッチングのための事

前の情報交換や事後のフォローがきわめて重要で

ある。

⑬キャリアチェンジのための準備休暇や情報収集

が成功度を高める。

⑭職業能力把握のための診断テスト、キャリアカ

ウンセリングは有効である。

⑮キャリア転換支援の社会人向け高等教育機関は

有益である（利用事例は少ない)。

当たり前かもしれない。経営状況が良ければ労働

者を採用するだろうという議論である。しかし、

経営状況が良くても労働者を採用するとは限らな

い（外注化から省力技術導入まで様々な選択肢が

ある)。また労働者を採用しても中高年を採用しよ

うとするとは限らない。採用しようとしてもうま

く採用できるとは限らない。従って、上の発見は、

当然のことを言ったのではない。重要な発見であ

る｡

②「採用してよかった｣、「どちらかといえばよか

った」とされる者は３人に２人以上であった。す

ぐれた中小企業においては、中高年ホワイトカラ

ーの採用結果を比較的高く評価していると考えら

れる。大企業ホワイトカラーの中小企業への移動

については、俗論ではその失敗例や困難ばかりが

強調されやすいだけに、この発見も重要である。

③40歳以上で中途採用されたホワイトカラーのう

ち最も優れていると企業が考える者が貢献した経

営上の対策は、財務、経理部門の充実（30.7％)、

営業経路・地域の開拓など営業の強化（24.2％)、

工程や作業方法、仕事の仕組みの改善（20.0％）

である。すなわち、以上の三つに貢献しうる者は、

エンプロイヤビリティが高いと推定しうる。

⑤「応募者は多いが、いい人が少なかった」とす

る企業は４社に１社だけと少なかった。しかし、

応募者が本当に優れた者であるということはそう

簡単にはわからない。「応募者にどのような能力や

適性があるのか、雇ってみるまでわからなかった」

という指摘が４割もある。「転職前の会社での仕事

の出来きや評判がつかめなかった」とする企業が

４社に１社であった。「本人が言うほど力がなかっ

た」ことがあると半数の企業が指摘し、面接時の

印象と実際とのずれが大きすぎたと４社に１社が

指摘している。職業能力の診断方法はいろいろと

提案されてきているが、多くの中小企業が採用し

たり、その結果に評価を受けるに至っているもの

は少ないと考えられる。職業能力の診断、具体的

な個々の需要とのマッチング技法の開発・普及が

重要なことであると考えられる（エンプロイヤビ

リティはスキルのみを要因としえないと冒頭で注

(2)「中小企業経営革新リーダー調査」企業調査結

果の概要

①40歳以上のホワイトカラーを最近10年間で採用

した中小企業は、69.2％に達していた。雇用問題

がより深刻と言われる、技術系を除いた管理事務

営業系の採用（但し下表に示した職種）に絞って

も、57.9％に達していた。さらに現在、いい人材

がいれば40歳以上のホワイトカラーを採用する可

能性があるとした企業は、67.6％で、３社に２社

も存在する。採用のなかった企業を含め、現在の

40歳以上の従業員を母数にすると、最近10年間で

40歳以上の管理事務営業系採用者は平均してその

19.6％に相当する（採用数、現在の総従業員いず

れにも回答があった企業のみの集計)。すなわち、

経営状況の良い中小企業は、中高年齢ホワイトカ

ラー雇用の機会を提供している。このことは一見
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ホワイトカラーの-キャリアチェンジーと．エンプロイヤビリティ”

若い人たちの模範になるぐらいの働き方、能力、

業績を示してほしい。６２６％ｃ・腰掛け気分ではな

く、骨を埋めてがんばる姿勢を示してほしい。

50.5％とりわけ、「大企業出身者が中小企業に転

職した場合はどうあってほしいか」について、回

答は多い順に以下のようになった。－a・中小企

業では役職者も自ら現場で汗を流すものだと知っ

ていてほしい。64.4％ｂ・大企業の経験は中小企業

にはそのまま役立たぬと考えてほしい。49.3％ｃ、

中小企業の労働条件を知っており、それにあわせ

てほしい。388％ｄ中小企業だからと見下した態

度を見せたりとったりしないでほしい。374％ｅ

中小企業の人材の質を考え、部下の指導・育成に

手間暇をかけてほしい。362％ｆ・社長やトップの

考え方、生き方にあわせてほしい。364％

意しておいた通りである)。

⑥企業側にその企業での採用において成功したと

考えられる人、失敗したと考えられる人のそれぞ

れの属性を指摘してもらったところ、採用で成功

した人も失敗した人も、概して以前の規模、業界、

年齢には差があまりない。これは重要な発見であ

る。俗論は中小企業へ大企業から来た人は中小企

業の仕事のやり方などになじめず失敗しやすいと

言うものが目立つが、そうとは限らないのである。

また同じ業界内での移動が良いとも言えないし、

年齢が高いほど失敗しやすいとも言えない。

⑦ただし、その採用ルート、メディアに差がある。

採用して成功した人の場合には、経営者・幹部に

よる直接のスカウトや、企業・金融機関や知人の

紹介の比率が高いが、採用して失敗した人の場合

には、公共職業安定所の比率がやや高い。その人

が自社にあうかどうか、その職業適性などを見抜

くには、情報の量と質が決め手の一つであろう。

それがスカウトや紹介の場合の方が多い、高い可

能性がある。

⑧k10歳以上のホワイトカラーの方で中途採用に成

功した管理職以上の方がいる企業の場合に、その

うちでもっとも優れた人一人の強みを複数回答で

聞いた結果、３社にｌ社以上の企業が指摘してい

るのが、次のような能力である。－ａ職業能力

への自信：「これまでの職業経験への自信」

（55.3％）ｂ職業上の経験や能力、適応力：「問題

や不具合を見過ごさず、直ちに対処することがで

きる」こと（40.5％)、「経験のない職掌・職種の

知識を積極的に吸収できる」こと（36.7％）ｃ・リー

ダーシップ能力：「部下の意欲を高めたり、部下

から慕われたりする能力」（42.3％)、「数名の部下

の指導と管理に優れている」こと（35.8％)、「部

門全体を束ねることができる」こと（428％）ｄ人

間関係能力：「誰とでも良好な関係を作る能力」

（442％） 

⑨優れた中小企業から中途採用する中高年ホワイ

トカラーに対して望むこと（複数回答）は、次の

ようなものであった。－aまず与えられた仕事

をきちんとこなすことに徹してほしい。742％ｂ、

(3)「中小企業経営革新リーダー調査」個人調査

結果の概要

①成長している中小企業に40歳以上で採用された

ホワイトカラーのうち、採用に成功したと企業か

ら判定された人のうち、３人に２人は今回の転職

が成功だと考えている。企業と個人の評価は完全

には一致しないが、一致度はかなり高いと見て良

いのではないか．

②平均すると、50.4歳で現在の企業に入社してい

る（実際は入社した年齢のばらつきは大きい)。主

要最長職を平均48.6歳で辞めている。平均値で５０

歳を僅かに超えただけだとはいえ、５０歳を超える

と良い転職はなかなかできないという議論をば深

刻に取りすぎることは危険であろう劃。

③主要最長職の退職理由で見ると、ａ会社に自ら

見切りをつけて退社した人、ｂ､定年まで勤め上げ

た人、の二つの集団に成功感が強い釦。他の調査か

らみて、４０歳前半での転職者と60歳前後の転職者

の二層に成功感が強そうで、問題はその中間層に

ある可能性がある（他に転職先はいくらでもある

と40歳代前半で転職に踏み切れないで、その後、

定年まで待とうと考えていた層が、突如、経営不

振になった企業から退職を迫られる……これが典

型的な像であろう)。
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④しかし経営不振の企業を辞めた者が特に問題が

あるとは必ずしも言えない。40-49歳の転職者に

転職後の会社の経営状況がいい傾向にあるのだが、

これらの層には不況型の転職者が多い．そのこと

から言えば、経営状況の悪い企業から良い企業に

移れたという基準をとれば、この層で転職はとく

に成功だったと言えよう。

⑤賃金は、採用直後には、平均して元の賃金の

75.6％の水準になっている繭。現在は、82.6％水準

にまで回復している。入職時より平均9.9％増加し

たことになり、単純平均すると年率3.5％増加して

いる。近年の賃金上昇の鈍化を考えると、これら

ホワイトカラーは順調にその功績を評価ざれ昇給

しているとみてよい。俗論では転職直後の賃金水

準の落ち込みを問題視するが、企業が本人の能力

をなかなか見抜けないという上の意見を持ってい

る以上、まずは４分の３程度のところで諦めても

らって、その後の結果をみましょうということに

なることを納得して実力を示そうとする本人の姿

勢があればエンプロイヤビリテイは高まると私は

思う。

⑥転職前の会社の援助と、転職の成功感との関係

を調べてみると、次のような援助を受けた者の成

功感は高い。ａ・再就職先のあっせん（成功度刷平均

77.3点）（本人をよく知る企業が本人の自助にのみ

任せず、再就職斡旋を行うことは、転職の成功に

とって重要)。ｂ出向・転籍先会社等に関する情報

提供（75.0点）（転職先のことをよく知る企業が本

人に事前に熟知させることが重要)。ｃ生活設計教

育（75.0点)。ｄ再就職訓練や自主的な能力再開発

の援助（792点）（但し回答者は６人)。

⑦「現在の会社の経営者・幹部にスカウトを受け

た」ことが最も重要であったとする者の、成功度

は77.4点で比較的高い"。

⑧現在の会社時に自信があった実務上の能力は、

ａ人間関係を新たに作り、良好に保ち、フオロワ

ーシップ、リーダーシップどちらもを発揮する能

力、ｂ豊かな職業経験と、さらに未経験の仕事に

もチャレンジする力である５８・企業側の意見とほ

ぼ一致する。

(9)半数以上の者は、再就職した企業の経営対策に

自分は管理職として貢献しているとしている。そ

の経営対策の上位三つは、ａ・工程や作業方法、仕

事の仕組みの改善（プロセス・リエンジニアリン

グ)、ｂ・財務・経理部門の充実（ファイナンシャ

ル・リストラクチャリング)、ｃ従業員への教育訓

練の強化（ヒューマン・リソース・デベロップメ

ント）である。この点でも企業側の意見とほぼ一

致する。

⑩新しい職場に溶け込むために、半数以上の者が

次のようなことに心がけてきたとしている。－

ａ与えられた仕事をきちんとこなすことに徹し、

他のことは控えた（62.6％)。ｂ役職者も自ら現場

で汗を流すものだと努力した（62.6％)。ｃ・中小企

業の労働条件を考慮して、前歴からのダウンにこ

だわらなかった（54.0％)。ｅ､見下した態度を見せ

たりとったりしないように心がけた（53.1％)。ｆ転

職先の慣行や社内用語にまず慣れることを重視し

た（51.796)。

⑪このように、成功した者が多い中小企業への転

職組であるが、しかし悩みも抱えていた者がいる。

｢自分が外部でどれくらい価値があるのかわからな

かった」とする者が35.5％と多く、第二位が「年

齢制限があった」とする213％。「転職先の労働条

件の詳細がわからなかった」が１６．１％である。

⑫準備状態と転職の成功度指標とを比べてみた結

果、「若い時から転職を視野に入れて、自分のキャ

リアデザインを考え、その準備をしていた」とす

る者の転職成功意識が高い（成功度平均80.6：た

だし、該当者は９人と少ない)。また、転職成功意

識が高いのは、「会社の自己申告制度などを利用

し、自分の職務経歴や能力評価を行っていた」

(76.6)、あるいは「会社を超えた勉強会に参加し

ていた」（73.9）者である。キャリア設計、キャリ

ア診断、キャリア開発がエンプロイヤビリテイを

i閉めると言えるだろう。

３暫定的結論

(1)キャリアデザイン学への示唆

転職者本人による、転職の準備を含むキャリア
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ホワイトカラーの．､キャリアチェンジ”と.､エンプロイヤビリテイー

設計、自己の職業能力の把握と自己啓発の努力、

相手の希望の詳細な把握、両者の時間をかけたマ

ッチング、マッチングへのキャリアカウンセラー

などプロフェッショナルの介在はエンプロイヤビ

リティを高める｡

しかし職業能力の把握には経営者、個人とも問

題を感じており、その把握方法の開発、もしくは現

行の処方法の科学の眼での評価が必要であろう劃'。

でのプロセスの実態解明に重点がおかれ、転職後

の行動や能力発揮に関する事実についてはほとん

ど明らかになっていないが、われわれの研究では、

上に紹介したように成功者の転職後の心構えや態

度が重要であることを示唆した二「転職成功要因調

査｣での事例聴取でも､次のような転職先企業での

適応行動が転職の成功につながることが伺えるＭ

－ａいつまでも元の会社を恨んでいない、ｂ､ま

ず与えられた仕事をきちんとこなし、ハードワー

クを覚悟する、ｃ・転職先企業の社内事情や「共通

言語」「標準」になじむ、。､模範的な人材となる、

ｅ転職先企業の組織改革を急いではならない。こ

の時代の勤労者はキャリアモデル、ベンチマーク、

ベタープラクチスを見つけ出すことが必要であろ

う。しかし、俗論にだまされるな、という注意も

必要であろう。

(2)「キャリアデザイン業界」にかかわる示唆

前職在職中から転職の準備を始めている者の方

が転職成功度が高いことから転職準備をふくめて

キャリア開発のためのアドバイスや教育訓練業界

がエンプロイヤビリティ向上に寄与しうる。転職

先企業に関する多様で深い情報収集は転職の成功

に寄与することから'mi1それを提供する職業紹介業川

が寄与できる。察・守島［2002］は、労働TIT場に

おいてより恵まれている人ほど利用できるソーシ

ャル・ネットワークの絶対量が多く、人的つなが

りを通じて転職する可能性が高いとしているので、

もともと他の点で恵まれていない屑に向いた職業

紹介業のあり方は研究に値する。同研究では、倒

産やリストラによって転職する人は公共・民間職

業紹介所を利用する確率が低く（なぜそうかは研

究に値する)、転勤や望まない出向の拒否、昇進の

見込みがないなどの「半ば非自発的な転職」では

利用確率が高いという（なぜそうかは研究に値す

る)。なお、雨後の筍のごときキャリアデザインに

かかわる業界企業に関して、それらの助言・指導

などにいかなる科学的根拠があるかを研究する必

要がある。

(4)キャリアデザイン時代の企業の責務

雇用に関する「企業の責任」至上論は企業の競

争力を弱め、企業のお役所化を促し、日本経済の

活力を失わせるだろう。しかし、「個人の責任」至

上論も、士気、企業倫理、企業の社会的責任意識

の崩壊につながりかねない。この調査から企業の

収益構造をさほど悪化させることなくできうるこ

とはいくつか示唆されたようである。「学習組織」

であることを重視する企業にあってＩ燭、学習する

のは最終的には個人であり、その個人の学習の指

導原理にキャリア形成をおかせるよう支援する方

策の工夫が必要ではないだろうか。それがひいて

は労働力の柔軟な調整を可能にするように思われ

るが、詳細な議論は別の機会に譲る。

注

１最近の失業者に占める比率の高い二つの集団として

は若年者（｢フリーター」論議が流行である）及び高

齢者が容易に指摘できる。むろん、人口櫛成（デモグ

ラフイー）の変化を考えれば、これは不思議なことで

はない（人口における「団塊世代」及び「団塊ジュニ

ア」の比率が高い時期に相当することが失業者にも反

映しているであろう)。このうち両方を一時に研究は

できないので私は高齢者に関心を集中する。また失業

(3)「キャリアデザイン」時代の個人にかかわる

示唆

本研究は過去の職業経験のなかで培ったものへ

の把握とそれへの自信62が重要であることを示唆

した。ではどのような職業経験ならいいのか"、ど

のように把握すればいいのか、自信はどのように

すれば生まれるのか、研究課題は多い。

転職に関するこれまでの調査は、転職先決定ま
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者に高齢者が多いことは団塊の世代急増だけが原因で

あるいと言うのではない。産業構造の変化や、景気変

動にあたって業務間での柔軟な配置変更（functional

nexibility〉によらぬ雇用数量の調整（numericalnexi‐

bility）への訴求という、企業行動の変化、労働者の価

値観の変化等々……しかし私は労働経済学者ではな

いので、これの論究は避ける。二種類の柔軟性に関し

てはAtkinsonJ.（1985)Thechangingcorporationin

D・CIutlerbuck（eｄ）NewPattemsofWorkAIder‐

shoLGowerを見よ。

２松繁［2003］は、大手証券企業倒産後の再就職デー

タの分析によって、再就職には年齢よりも身に付けた

技能が大きな影響を及ぼすことを指摘している。（な

お文献発表年に［］をつけて示した国内の先行研究レ

ビューの部分は大部分、東京都の調査の共同研究者で

ある浅海典子の業績からの要約であり、そうである場

合は文献の後に［］をつけて年代を示す。その文献は

以下の通りである。黒澤昌子［2002］「中途採用市場

のマッチングー満足度、賃金、訓練、生産性」１.日本

労働研究雑誌」499、現代総合研究集団［1996］「役職

者の転職・職業人生・能力開発等に関する調査報告｣、

玄田有史［2002］「リストラ中高年の行方」玄田有史、

中田重文編「リストラと転職のメカニズム」東洋経済

新報社、雇用情報センター［2001］「労働移動の成功

事例に関する調査研究報告書｣、雇用促進事業団・三

菱総合研究所［1996］「ホワイトカラー労働者の職業

能力の診断評価に関する調査研究｣、察?錫・守島基博

[2002］「転職理由と経路、転職結果」「日本労働研究

雑誌」506、電通総研［1995］「ホワイトカラーの中途

採用の実態に関する調査ホワイトカラーの転職の条件

整備に関する調査｣、東京都産業労働局産業政策部調

査研究課［2002］「東京の産業と労働2002｣、ニツセイ

基礎研究所［2000］「ホワイトカラーをめそる採用戦

略の多様化に関する調査研究報告書｣、日本商工会議

所［2000］「成長する中小企業における人材の確保と

育成｣、松繁寿和［2003］「大手証券倒産後の再就職年

齢と技能の役割の検革」「日本労働研究雑誌」511、連

合総合生活開発研究所［1995］「平成６年度高齢者の

雇用環境の整備調査研究（サラリーマンの企業帰属意

識と職業転換能力に関する調査研究)｣、迎合総合生活

開発研究所［2000］「勤労者のキャリア形成の実感と

意識に関する調査報告書｣。日本商工会議所［2000］に

おいても、転職者に対する受け入れ企業側の満足度が

高いのは、４０代で転職した人に対してであり、転職者

本人の満足度は、２０代や40～50代で転職した人が最も

高いのである。現代総合研究集団［1996］によれば、

40歳代の転職では、仕事そのものよりも労働条件にお

いて不満が強い。

３企業の雇用責任の放棄として非難するだけの論議

は、極端な低賃金を利用して経済成長を狙う旧・現共

産党国家などとの国際競争や急激な需要の落ち込みと

いう環境要因、規模の経済を否定しうるハードテクノ

ロジーや、グループ経営、スピード経営等のソフトテ

クノロジーなどの諸要因を議論せず、つねに企業は労

働者を使い棄てにする、と言って済ませる「基底還元

論」にすぎないと私は考える。とはいえ、企業行動の

変化については、論究しない。

４連合総合生活開発研究所、1997,「創造的キャリア

時代のサラリーマン」などを参照せよ。

５０ECDEmploymentOutlook(Adap(edbyTayor・

RoberLⅡJoblawsⅢhavingIittleeHectonunemploy‐ 

men【/FinanciaITimes､June25,1999)によると、労働

者にキャリアの変化やスキルの深耕に影響を与えるチ

ームワーク化、ジョブ・ローテーション、管理階層の

フラット化など革新的でフレキシブルな労働慣行は、

組合と協力的な関係を保っている企業において、より

多く導入されている。

６各種「人材ビジネス」の自由化など規制緩和が企業

の労働力管理の柔軟性を増したという議論もあるが、

A1anFelsleadandNickJewson(eds11999.Global 

TrendsinFlexibleLabour,McMillanに所収された研

究を見れば、両者は比較的独立している。

７あえて流行の、という言葉を使ったのは、経営ジャ

ーナリズム、サラリーマン・ＯＬジャーナリズム紙上

の浮ついた「キャリアアップ」「キャリアチェンジ」

｢キャリア自衛」その他の議論に踊る傾向がなきにし

もあらず、という意味である。

８国民生活金融公庫が融資先の企業で開業後１年以内

の新規開業者に行った調査によると、開業時の平均年

齢は41.6歳で、９１年度の調査以降年々高齢化している。

また、開業前に企業で働いていた人の形態をみると、

勤務先の倒産や解雇を含めた「リストラ型」の開業が

３割弱を占めているので、興味あるテーマではある。

hIip://www・kokukingo.』p/pfbj/pdl/2000sinkjpdf

９束京都立労働研究所、1995,「景気低迷と中高年労

働者の屈用機会｣、および同、1996,「東京の中高年離

職者たち－長期不況下の企業の行動・労働者の意識

一」
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ホワイトカラーの．,キャリアチェンジ”どエンプロイヤビリテイ,．

１０「経済分析」第168号、雇用創出と失業に関する実

証研究、参照のこと。ただし大企業出身高齢ホワイト

カラーの失業の長期性の一因は恵まれた退職手当・企

業年金・高賃金による資産蓄積であろう。

１１雇用情報センター[2001］では、大卒理系と大学院

の卒業者で成功度が高いとしている。しかし、日本商

工会議所［2000］によれば、転職者の満足度は、文系

理系にかかわらず、大学・大学院卒がもっとも高く、

専門・専修学校卒では最低であるが、受け入れ企業側

の満足は専門・専修学校卒業者の中途採用において最

も高く、次いで理系の大学・大学院卒の採用で高い。

したがって、高学歴であるほど転職者本人の成功感が

高いと思われる。

l2Pineschi-GapennewithMarina,PatriciaWeinerL 

MicheleBaukenSPaIrickBollerot(Editors)．2001, 

EmpIoyability:FromTheorytoPracticePiscataway・

ＮＪ：TransactionPublishersの、冒頭でのエンプロイ

ヤピリテイ概念の歴史に関する叙述を参照されたい。

１３労働省の研究会の報告もエンプロイヤビリテイの

｢評価基準の策定に当たっては、業種別程度の括りで

職種ごとに策定」することが望ましいとしている－

｢エンプロイアビリティの判断基準等に関する調査研

究報告書について」l995

14Hayes、Christinel986,miteracyandtheEmploy‐

abUityofSingleMotheTs：APolicyandProgram 

Approach・WashingtonＤＣ:WiderOpportunitiesIbr

Women最近のものとしては、Baker､Maureenand

DavidTippin,2000,Poverty,SocialAssistance,andthe 

EmpIoyabilityofMothers：RestructuringWelfhre 

States,UnWersityofTorontoPress 

l5BiUer､ErnestF.､1988.UnderstandingAdolescents 

andYoungAdultswithLeamingDisabiIities-a 

FocusonEmployabilityandCareerPlacement：A 

GuidefbrRehabnitationCounseloｒｓ,SpringEeldlL： 

CharlesCThomasPublisher､Ｌｔｄ 

ｌ６たとえば技術者に的を絞ったものとしてEason

JeanM.（Editor),1997,Engineer1sGuidetoLifblong 

Employability､WashingtonDC-InstituteofEIectrical 

＆EIectronicsEngineems 

l7以下、キャリアに関わる様ざまな概念の定義など

をやっていると紙数が足らなくなるので省略する。キ

ャリア管理、キャリア開発に関してはOsipowSamuel

H.,andLouiseFFitzgeraldl996,TheoriesofCareer 

Development､4ｔｈｅ｡､AI1ynandBacon他いやというほ

ど本があるので、各自、適宜、参照されたい。

l81LOStafn998・WorldEmploymemtReportl998‐

９９：EmployabUilyintheGlobalEconomy：IIow 

TrainingMatters，Geneve：InlcmationalLabour 

Oflice 

l9文献例を発行年別に並べると次のようなものがある。

-WeisgerberRobertA"1989.SocialCompetenccand 

EmployabiHtySkillsCurriculumNewYork:Aspen 

PubUshersblnc.-SheckleyBarry,ｗｉｔｈＧ､MorrisTKee‐ 

ton.LoisLLamdinl992､EmployabilityinaHigh-Pe＄ 

fbrmanceEconomy・Chicago：CouncilibrAdult＆

ExperientialLearning‐Hyatt､Carolel996,Ｌｉfbtime 

Employabinty:HowtoBecomelndispensabIe（Mas 

ter-MediaLimiledルWaterman､Ｒｕ,WatermanJ.Ａ

＆CoUard・ＢＡＪ９９４､Towardacareerresilientwork‐

fbrceHarvardBusinessReview，July-AugusL87-95･ 

B1och,SusalLandTerryBates,1995,EmployabiUty， 

KoganPage‐Adler，RichardRl998Jobs,Technol‐ 

ogyandEmployability：RedefiningtheSocialＣＯ､‐ 

tmct:AReportoftheAspenlnstituteFoｒｕｍｏｎＣｏｍ‐ 

municationsandSociety,NewYork:Aspenlnstitute 

lbrHumanisticStudies‐EvanSNorman（Edilor)． 

1999,ExperientialLearningaroundtheWorld： 

EmployabimyandtheGlobalEconomy・London：

Kingsley,JessicaPubhshers 

20Pineschi-Gapenne,withMarinaPatriciaWeinert， 

MicheleBaukens，PatrickBollerot（Editoms)．2001． 

Employability:FromTheorytoPracticePiscataway， 

Ｎ小TransactionPublishelsの、冒頭でのエンプロイャ

ビリテイ概念の歴史に関する叙述を参照されたい。

２１DavidBOrr(Editor)．1973．NewDirectionsin 

EmployabUity：ReducingBarrierstoFuuEmploy‐ 

menLIrvingtonPublishers 

-P・Murphy､1973.TeachinglbrEmployability､Ｆａｍ‐

ily＆ConsumerSciencesEducationAssociation 

-MangumGarthL.,1976,EmployabUity,Employment 

andlncome：AReassessmentofManpowerPolicy・

OIympusPublishingCompany 

-WilrcenskiJerryL"1982.EmployabilitySkmsfbrthe 

SpeciaINeedsLearner：AnlntegratedProgramof 

Reading,Math,andDailyLivingSkiUSAspenPub 

lishers・Inc

22YeungArthurK.．Ⅲemployability0,inPeter､LL 

GreeKCh.Ｒ雨andYolmgblood,Ｓ,Ａ,1996.TheBIack‐
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wellEncyclopedicDictionaryofllumanResource 

Management（MaldeJLMA：B1ackweIIPublishers 

lnc.).ｐ90） 

２３たとえばGalunic・nCandAnderson．Ｅ，200q

iiFromSecuritytoMobilitv:Generalizedinvestmentsin 

humancapitalandagentcommitmentii､Organizalion 

Science､ｌＬ１ 

２４アメリカにだって雇用の安定を重視し続けた企業

はある。WatsonTomasJr.,1963.ABusinessandlts

BeliefS：TheldeasthatHelpedBundlBM（ＮＹ： 

McGraw-Himを是非読まれたい。

２５Galunic､ＤＣ､andAndersonE,2000,"FromSecu‐ 

ｎｔｙ（oMobiHty:Generalizedinvestmentsinhuman 

capiIalandagen【commitment1IOrganizationScience､

ｌＬ１ 

２６ＷａｔｅｒｍａｎＲＨＪ.，WatermanJ・ＡａｎｄＣｏⅡａｒｄＢ.A・

(1994）１１Towardacarcer-resilientworklbr℃e０１.Harvard 

BusinessReview,７２．４． 

２７「エンプロイヤビリテイ」論議は経営者に賀任を放

棄させ、労働者の責任を強調し、結果として、従業員

のコミットメントや企業への貢献に悪影響を与えるの

ではないかと心配する議論もある(PfefferJ”1994．

CompetitiveAdvantagethroughPcopleBoslon:Har‐ 

vardBusinessSchoolPress)。

２８Hyatt､Ｃａrole,1996`Ｌｉ化timeEmployability:llow

toBecomelndispensable，NewYork：MasterMcdia 

PublishingCorporation 

29Ghoshal,ＳａｎｄＢａｒｔｌｅｔＬＣＨ・’1997,Thelndividu‐

aUzedCorporationNewYork:HarperBusiness、

３０たとえばPandya・Nck，”WorkingweekJ,TI1e

Guardian：JobsandMoney・SepL11,９9,ｐ23

31'iWelfare-to-work:Shufflinglhepack/'TheEcono-

misMOthJan98 

32Busetta，Pietro，withGerdurGOskarsdottir． 

JacquesGine-steHarisPapoutsakis（EdiloTs)，2000． 

EmployabilitySkilIsinNon-ProfessionalOccupa‐ 

tions:AFourCountryComparativeReseamchPmjecL 

UniversityoflcelandPress 

33EvemSFrederickT,withlrisBerdrow・ｊａｍｅｓＣ

Ｒｕｓｈ,1998.TheBasesofCompetence:SkUlslbrLifb・

IongLearningandEmployability,Jossey-Basslnc、

３４Fiechmer,Sheila,1990.EmployabilitySkillsPr０． 

９ｍｍ､Tea-chefsGuideandResou1℃e,LebanonlN： 

ＧＩobeFearonEducationalPublisbing‐G10be-Fearon 

StaH，1995．EmployabilitySkillsPmgram・Lebanon

lN：GIobeFearonEducationalPublishing 

-ILOStaff1998，WorldEmploymentReport1998. 

99:EmployabUityintheGlobalEconomv:ＨｏｗＴｍｉｎ‐ 

ingMatters,Geneve：ImernationalLabourOfHce 

35FalloＷＳ，StephenandCllristineSlevens，2000． 

IntegratingKeySkillsinlligherEducati0n:Employ‐ 

ability，TranslbrableSkills､andLearninglbrLifb, 

SterlingVA：StylusPublishing 

36この議論は、東京都調迩での共同研究者である浅

海典子による作業結果の要約に僅かに別資料を加えた

ものである。東京都産業労働局産業政策部、2003,「中

途採用による経営革新リーダーの人材確保に関する調

森lpp24-37参照。

３７協和中小企業経営研究所、1991,「中小企業におけ

る人材育成のあり方について｣、「協和中小研リサー

チ｣、３，１９９]-9などを参照されたい。

３８長銀総合研究所、1994,「iii造転換期における中堅

企業の経営戦略に関する調査」

３９これ自体については、拙稿の連載、「中小・中堅製

造業の経営戦略と人材育成」法政大学経営学会「経営

志林」20001以後とりわけ2003年4０(2)、（３）号にお

ける中小企業管理職の経歴に関する議論を参照された

い。

４０束京都産業労働局産業政策部、2003、前出

４１ホワイトカラー転職者1083名を対象にアンケート

調森を2001年３月に実施した(雇用情報センターの協力

企業に依頼し、出向･転籍者とそれ以外の比較をする

ため、双方から選んだ。また非自発的理由による転職

者が企業には選ばれにくいことを想定し、職業安定行

政機関利用者からも選んだ。また民間職業紹介会社に

も協力を依頼した。また｢情報技術革命｣のホワイトカ

ラーのエンプロイヤビリテイヘの影響を見るため、ＩＴ

技術者の転職者が選ばれるようにしかるべき企業を選

んで依頼した)。有効回答は150票である。さらに、深

く検討するため、事例調査を行い、出向･転籍者(中高

年)、ＩＴ技術者、派遣社員、非自発的転職者、中高年

齢転職（出向・転籍以外）各2名、計10名を対象にイ

ンタビュー調査を実施した。

４２予備調査として、調査票の作成や調査全体の設計

にあたり、業界団体、転職支援事業者、転戦者の能力

開発のための行政機関に対しヒアリングを実施した。

本調査として、企業及び個人にアンケート調査を行っ

た。企業調査票は、東京都経営革新計画承認中小企業
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より736社、直近2期連続20％以上売上げを増加してい

る中小企業2264社、合計3000社に対して2002年11月

29日発送、回収期限12月13日とした。返戻分148票を

除き実質的な調査対象母数2852票、有効回答は545票

であるが、さらに記入内容を精査し記入漏れのある程

度あろもの等を除き497票を分析した。これらの企業

に、「最近１０年間に40歳以上で中途採用して成功した

と考えられ、経営革新のリーダーとなっている従業員」

を３名までと限定して配布を依頼した。回収した従業

員票は314票であるが精査のうえ211票を分析した。

４３ある事典によればキャリア・サクセスとは「仕事

体験の結果である、累積された成果・業績」（Judge，

TimothyＡ_',careersuccess.”ｉｎPeter､ＬＨ.､Greer,Ｃｈ 

Ｒ,andYoungblood,SA-1996,TheBIackwellEncy‐ 

cIopedicDictionaryofHumanResouFceManamage‐ 

ment(Malden､ＭＡ:BIackweuPubUsherslncjで、これ

だけではあまりに抽象的で何を指すのかよくわからな

い。ただし、著者もキャリア・サクセスの定義も多様、

それを決定づけるものも多様であるとはしている。

４４先にみた事典では、キャリア・サクセスは「価値

評価を伴う概念｣(anevaluativeconcept)だとし、なぜ

なら、成功をどう定義するかは、誰が判断するかに依

存するから、と(Judge､TimothyAopcit.)。雇用情報

センター[2001]では、転職の成功を表わす指標として、

①一般的な満足感、成功感、②個々の転職目的の達成

度、③狭義の労働条件の改善、)④広義のQWuQual‐

ityofWorkingLile)の改善、⑤広くＱＬ(Qualityof

Lile)、⑥転職先での定着、の６つの判断基準が考えら

れるとした。アンケート調査による測定では、本人の

満足、年収の上昇、定着(勤続)、採用側の評価、を代

理指標として多面的に観察した。察・守島[2002]は、

連合総研［2000］を用いた研究において、①転職後の

仕事満足、②転職後の組織満足、③転職後の賃金変動、

を転職結果の指標としている。黒澤［2002］は、中途

採用市場のマッチングの指標として、'①従業員と雇用

主それぞれの満足度、②従業員と雇用主それぞれの収

益性（入社後３ヶ月間の訓練量、初任給、業務達成度）

を挙げる。

４５ただ、これには問題もある。概して、一般の議論

では、われわれのように、転職後の本人の満足不満足

をのみ指標としておき、とりわけアンケートを利用し

て「満足度」を尋ね、それを重視する事が多い。が、

かような自己評価には、いくつかの問題がある。まず

第一に、転職後の本人はその行動を「合理化」せんと

して、概して自分の行動を高く評価しようとする傾向

がある。自分の転職行動を失敗と考えることは、「認

知的不協和」を生み出すからである。

たとえば、平成10年転職者総合実態調査結果による

と、今の会社に転職して総合的に「満足」とする者は

約６割（労働省大臣官房政策調査部統計調査第一課）

で、そこから直ちに転職は概して成功であるかのよう

に即断しやすい。しかし、たとえばLevisonHarry

(edL1989,DesigningandManagingYourCareer 

(Boston:ＨＢＳPress)によると、（アメリカの三つの主

要企業1119人へのインタビュー、部長クラスまでの管

理職、男性（女性の回答数が少なすぎたとして分析か

ら省かれている)。全員が大卒、平均年齢29歳から６４

歳c）転職した管理職の移動は……85％が上昇移動、

12％が水平移動、３％が下向移動。会社から見ると、

40％が上昇移動、５１％が水平移動、９％が下向移動で

ある。会社の方が、水平移動に過ぎない転職を、転職

者には「ほんものの挑戦」「成長の機会」などと説明

することも原因だが、転職者はそれを文字通り受け取

るか、あるいはより成功した移動であるかのように表

現し、実際に生じた下向移動などは暖昧に言うことが

多いのである。

第二は、かような「満足度」も転職後の「ステージ」

によって違ってくる可能性があるということである。

初期の熱狂が冷め、やがて幻滅に至り、離職に至る場

合もある。そして、得てしてアンケート調査は、この

再離職に至った者を捕捉できず、残って定着した転職

者だけをとらえやすいのである。

４６私が対象とした層に匹敵する層を研究したＢｍｙＤ

Ｗ.＆ＨｏｗａｒｄＡ.,1988,℃areersuccessandUfbsatis 

factionsoImiddle､agedmanagers,ｍＢｏｎｄＬＡ．＆ 

RosenＪ.Ｃ(eds)，CompetenceandCopingDuring 

AdulthoodHanover,ＮＨ:UniversityPressofNewEng 

landも、客観的成功指標と本人の意識の乖離を強調し

ている。

４７慨して転職の増加については、メリットもあれば

デメリットもあると考えられる。メリットの例として

は、労働者による自主的なキャリア・デザインの時代

が始まったという議論もできるし、新しい時代に向け

て経済・産業の活力を取り戻すために、組織内の労働

力榊造の再編を促し組織間で労働力をより殿適に再配

分することができることが挙げられるだろう。しかし、

デメリットの例としては、組織内での長期勤続に伴う

熟練によって得られる技能水準の低下や組織固有の技
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能の無駄化や、失業に伴う経済的・心理的問題、また

再就職時の賃金の低下や近年の「フリーター」論議に

見られるように「腰の落ち藩かない」労働者の増加へ

の懸念が挙げられよう。これらのことから、失業率そ

のものを単独にとらえて善悪を言う評価は、世上では

なくならないものではあるが、実は一層難しくなって

いると言える。たとえば、窮迫や軽率を原因とする早

期再就職の増加による失業率低下は、望ましいことと

は言えないだろう。経済的に豊かになったがゆえに、

また組織や社会による補償増があるがゆえに失業を継

続し、より悠々と職探しをしようとする者の増加によ

る失業率の高まりは、問題視すべきではないかもしれ

ない。そこで失業率全体を云々したり、転職者や転職

率の増減を全体として議論することは他の、それをも

っぱらとする場に任せることにし、我々は「個々の転

職が成功裏に終わるか、失敗裏に終わるか、それに影

響する要因は何であろうか」ということに議論の的を

絞ったのである。

４８しかしながら別の調査で私は、出向．転籍によら

ず高齢者を正社員として採用している企業があり、そ

の業績はよく、また高齢者に対する見方も肯定的であ

ることを示した。（財）高年齢者屈用開発協会、2003,

｢企業の高齢化諸施策の実態に関する調査研究報告書

一最終報告一」所収。

４９後の調査は成長している中小企業を選んで調査し

ている。そのような企業では比較的業種を超えて採用

を行っている可能性がある。同じ事なら同業がいいが、

同業がすべて、あるいは多くが不振である場合には、

異業に移らざるをえない。

５０連合総研［2000］によれば、転職によって企業規

模が小さくなると満足度が低下し、大きくなると満足

度が上がる。

５１日本商工会議所［2000］によれば、求職活動期間

は平均で4.1ヶ月。離職期間は離職理由や転職の経路、

あるいは前職における本人の職位に左右されることが

わかっている。たとえば、日本商工会議所［2000］で

は、現在の職位が高い者ほど「現在の会社からの誘い」

で入職しているため離職期間が短い。また、電通総研

[1995］によれば、コネクション利用による再就職の

場合は離職期間の平均が2.96ケ月、職業安定所や人材

銀行利用では362ケ月、求人情報誌や新聞広告利用で

は4.00ケ月である。

５２この行動を「コンビテンシー」と称する議論が最近

盛んである。これは以前より行動評価法（ＢＡＲＳ＝

Behaviorallyanchoredratmgscale:行動特性評価法）

というものである。が、長年、本人を見てきた組織の

同僚が行うのが直感的、非規格的であれ、私は正鵠で

あると思う。専ドリスタッフや外部の業者がそれぞれの

職務ごとに必要な課業、望ましい行動を分析すること

は手間暇。従ってコストがかかる（BormanW、C

andDunnette,Ｍ､、.,1975,mBehaviourbasedvelRsus

traitorientatedperlbrmancerating/’Journalof 

AppliedPsychology’６０(5).OcL1975）し、結果とし

て他の単純な評価法と大して変わらない（PratLKj

＆Benett､ＳＧ１９８９､EIementsofPersonnelManage‐ 

ｍｅｎｔ（London：ChapmanandHall).Ｐｌ６３） 

５３現代総合研究集団［1996］によれば、４０代転職者

の退職理由は「能力発揮できなかった」と、「先が見

えた」ことが上位、５０代前半では「早期退職優遇制度

の利用」が3割以上を占める。中高年といっても40代

と50代とでのこの差からくる差があり得ると思われる

が、ここではまずもって一括して扱う。

５４現代総合研究集団［1996］によれば、４０歳以上転

職者の転職理由は、定年満期（199%)、早期退職優遇

制度の利用（18.7％)、企業の縮小・リストラの対象

(11496)、昇進など企業の中で先が見えた（10296)、能

力が発揮できなかった（8.4％)、である。

５５玄田［2002］は履用動向調査を用いて、リストラ

によって離職した45歳から59歳までの男性雇用者の、

転職による賃金下落の要因を調べているが、転職によ

る賃金下落に影騨を及ぼしているのは、転職による職

業の変更と企業規模の下降である。また、この年齢層

のリストラによる転職着における同一職就業率が低下

していることを指摘し、その背景には大企業による出

向の減少や、急速な技術革新による専門的な技能の陳

腐化が考えられるとしている。

５６かなり成功100、成功75、何とも言えない50、あま

りうまくいかなかった25、失敗０として平均値を出し、

指数を作った。

５７日本商工会議所［2000］でも、転職満足度が高い

のは、現在の会社からの誘いによる転職であり、つい

で友人・知人の紹介、以前の勤務先を利用、である。

中小企業を対象とする日本商工会議所［2000］では基

幹人材の採用方法は、職安・人材銀行（61.6%)、知り

合いに依頼（42.5％)、新聞・求人誌（29.0％)、取引先

や金融機関に依頼（196%)、社員に依頼（158%）であ

る。電通総研［1995］によれば、親会社・関連会社か

らの転籍を除けば、中高年層中途採用で決め手となる
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ルートは知I)合いからの紹介・推薦（222％）がトッ

プである。

５８連合総研［1995］では、「経営企画・調査｣、「総

務．広報｣、「人事労務・教育訓練」などの27の職掌を

具体的に列挙して、主たる担当職掌、これまでに経験

した職掌、自信のある職掌を尋ねている。またその職

掌において、社内、関連会社、同業他社、異業種、外

資系企業、といった組織でも通用するかという質問で

自信の程度を聞いている。このように、職掌とその程

度を詳細に調べれば、企業がどのような職掌経験を求

めているかと転職者本人の職掌経験とのマッチングの

実態が調べられよう。

５９日本商工会議所［2000］では、企業に対して求職

者の能力判定の方法を尋ねている。「1～２回の面接を

行った（57.4％)｣、「担当する業務について詳しい社員

を面接に加えた（227％)｣、「担当する業務を実際にや

らせてみた（17.3％)｣、「人柄について、紹介を受けた

人や会社から情報を得た（]2696)」「業務経験や業績

について以前勤務していた会社から情報を得た

(12.5％)」などが能力判定の主な方法である。また、求

職者の能力判定方法と採用後の満足度の関係につい

て、企業側の満足度を大きく引き上げるのは、「業務

経験や業績」「人柄」について「以前勤務していた人

や会社」あるいは「紹介を受けた人や会社」から情報

を得た場合であり、より詳しい情報を事前に入手する

ことで、受け入れ企業の満足度は高まるとされている。

6O黒澤［2002］によっても、経営トップの人柄や社

風、労働時間や休日、能力開発ならびに仕事の内容に

ついての情報が収集できた場合に転職者の満足度が高

い。社後の仕事や人間関係についての情報が多くもた

らされると思われる経路での転職者ほど、満足度が高

いｏ

６１ニツセイ基礎研究所［2000］によれば、管理職の

中途採用に利用したルートは、職業紹介会社（29.706入

親会社や関連会社の紹介（23.4％)、社員や取引先など

の縁故（22.3％)、インターネット（17.196)、ヘッドハ

ンティング会社（14996)、求人情報誌（14.3％)、直接

スカウト（14.3%)、公的機関（12.0％）である。

６２現代総合研究集団［1996］では、４０歳以上の役職

者に「あなたの強みとなっている能力は何か」を尋ね

｢部門・職場単位の管理能力（37896)｣、「特定分野の

専門・技術能力（27.796)」「状況変化に対する適応能

力（25.9%)」が上位３つであるとした。しかし最初の

ものは特定の部門・職場のものであろうから、そこか

ら直ちに転職時の強みになるかどうかはわからない。

連合総研［1995］では、４０代後半の事務営業系男性従

業員に、「これからのサラリーマンに欠かせない基礎

能力」を聞いている。それによれば、「自分の体力、

健康を管理する能力（57.1％)｣、「余暇を上手に使う能

力（54.6%)｣、「環境変化に驚かず、変化を求める能力

(48.7％)」であるが狭義の職業能力の範囲を超える。

６３電通総研［1995］は、最長職能分野内で経験した

仕事の数が多い人ほど、現在の仕事における前職経験

の活用度が高いとする。しかし「職能分野全体にわた

る幅広い経験をした」人には前職経験をある程度以上

活用していると者が82.3％、「2～3の仕事を経験した」

人では79.8％、「1つの仕事のみ経験した」人は72.4％

であるという結果から差を過大視しているのではない

かという疑問も残る。同じ研究は、最長経験職能分野

内における経験した仕事の数と転職後の職場で一人前

になるまでの期間の関係を検討し、キャリアの幅が広

い者ほど転職後の能力発揮までの期間が短いと言う。

６４筏海典子の再分析による１以下の要約も同じ－

雇用促進事業団・三菱総合研究所［1996］は、大企業

からの出向・転籍・転職者26名への聞き取り調査によ

って転職の成功要因を分析しているが、共通するいく

つかの行動特徴がある－ａ自分の過去の職業生活や

仕事について客観的な評価をし、誇りをもっている。

ｂ新しい職場で能力発揮できる喜びを率直に表現し

ており、働く事に前向きである。ｃ・最初の半年位をか

けて、経営者の意向や理念、要求、職場の雰囲気、人

間関係など新たな職場を冷静に評価・把握し、自分に

期待される役割を具体的に判断することに費やしてい

る．。過去の人間関係をたいせつにし､情報収集や自分

の支えとしている。ｅ､地位よりも能力発揮を優先す

る。その結果として昇進している。ｆ前職を退職する

までの過程、及び現状を納得して受け入れるまでの心

理的葛藤を認識している。９.新たな職場で生かせる経

験や知識を、過去の職業生活の中から見つけ出してい

る。

６５いまさらセンゲを言うのも陳腐であるので、たと

えばGilleyJerryW"ａｎｄＡｎｎルIaycunich,2000.Orga‐

nizationalLearningPeIfOrmanceandChangC(Ｃａｍ‐ 

bridge：PerseusPublishing)を読まれたい。
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